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○江戸川区個人情報保護条例施行規則 

平成六年九月三十日規則第五十四号 

改正 

平成一〇年 一月規則第一号 

平成一三年 九月規則第九四号 

平成一四年 三月規則第八号 

平成一七年 三月規則第五七号 

平成一九年 三月規則第一六号 

平成二二年 三月三一日規則第二〇号 

平成二七年一〇月 二日規則第五六号 

平成二八年 三月二五日規則第八号 

平成二八年一〇月三一日規則第八九号 

令和 三年 三月三一日規則第一九号 

令和 三年一一月 五日規則第八五号 

江戸川区個人情報保護条例施行規則 

（趣旨） 

第一条 この規則は、江戸川区個人情報保護条例（平成六年三月江戸川区条例第一号。以下「条例」

という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第二条 この規則において使用する用語の意義は、次に定めるものを除くほか、条例で使用する用

語の例による。 

一 課 江戸川区の組織に関する規則（昭和四十年三月江戸川区規則第八号）第七条に規定する

課、これに相当するものとして区長が指定した行政機関、江戸川区教育委員会事務局処務規則

（昭和四十六年九月江戸川区教育委員会規則第二号）第二条に規定する課、選挙管理委員会事

務局、監査委員事務局及び農業委員会事務局をいう。 

二 課長 前号に規定する課の長をいう。 

三 学校 江戸川区立学校設置条例（昭和三十二年四月江戸川区条例第六号）別表に掲げる小学

校、中学校及び幼稚園をいう。 

四 学校長 前号に規定する学校の長をいう。 

一部改正〔平成一四年規則八号・一九年一六号・二七年五六号・令和三年一九号〕 
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（業務の登録） 

第三条 条例第九条第一項第十号に規定する規則で定める事項とは、次に掲げる事項とする。 

一 個人情報を保有する課（以下「保有課」という。）の名称 

二 業務の開始年月日 

三 個人情報の収集の方法 

四 保有個人情報（保有特定個人情報を含む。以下この項において同じ。）の記録の形態 

五 保有個人情報の利用の形態 

六 個人情報ファイル（特定個人情報ファイルを含む。以下この項において同じ。）の記録の形

態 

七 個人情報ファイルの保存年限 

八 個人情報ファイルの利用の形態 

九 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

２ 業務を新たに開始するときは、当該業務を所管する課長は、個人情報業務登録票（第一号様式）

及び個人情報ファイル記録票（第二号様式）を作成して、個人情報業務登録届出書（第三号様式）

により、総務部総務課長（以下「総務課長」という。）に届け出るものとする。 

３ 条例第九条第一項に規定する個人情報業務登録簿は、個人情報業務登録票及び個人情報ファイ

ル記録票をつづったものとする。 

４ 個人情報業務登録簿に登録した業務を廃止し、又は変更するときは、当該業務を所管する課長

は、個人情報業務登録届出書により、総務課長に届け出るものとする。 

５ 総務課長は、第二項又は前項の届出があったときは、業務の登録又は抹消若しくは修正をしな

ければならない。 

一部改正〔平成一七年規則五七号・二七年五六号〕 

（個人情報保護管理責任者） 

第四条 条例第十一条に規定する個人情報保護管理責任者は、課長及び学校長をもって充てる。 

２ 個人情報保護管理責任者を補佐するため、課及び学校に個人情報保護管理事務取扱者を置く。 

３ 個人情報保護管理事務取扱者は、課においては課に設置された係長及びこれに相当する主査等

の中から課長が指名し、学校においては教職員の中から学校長が指名する。 

一部改正〔平成一四年規則八号〕 

（目的外利用の記録等） 

第五条 条例第十二条第三項に規定する規則で定める事項とは、次に掲げる事項とする。 
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一 保有課の名称 

二 業務の名称 

三 目的外利用をした理由 

四 目的外利用をした個人情報ファイル（特定個人情報ファイルを含む。）の名称 

五 目的外利用をした保有個人情報記録（保有特定個人情報記録を含む。）の項目 

六 目的外利用の根拠 

七 目的外利用を開始した年月日 

八 目的外利用の期限 

九 個人情報を使用する課の名称 

十 目的外利用の形態 

十一 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

２ 条例第十二条第三項に規定する記録は、目的外利用記録票（第四号様式）に記載することによ

り行うものとする。 

一部改正〔平成一七年規則五七号・二七年五六号〕 

（外部提供の記録等） 

第六条 実施機関は、保有個人情報の外部提供又は保有特定個人情報の提供（以下「外部提供等」

という。）をするときは、条例第十三条第三項又は第十三条の二第二項の規定により、外部提供

等を受けるものに対し、次に掲げる事項を求めなければならない。ただし、外部提供の内容又は

性質により当該事項を求めることが困難な場合であって、区長が特に認めたときは、この限りで

ない。 

一 保有個人情報（保有特定個人情報を含む。以下この項において同じ。）の秘密保持に関する

こと。 

二 外部提供等に係る目的以外の利用の禁止に関すること。 

三 外部提供等を受けたもの以外への提供の禁止又は制限に関すること。 

四 利用期間終了後の保有個人情報の返還又は廃棄等の取扱いに関すること。 

五 保有個人情報の管理状況について、職員が立入調査できること。 

六 事故発生時における報告義務 

七 前各号に掲げるもののほか、保有個人情報の保護に関する事項 

２ 実施機関は、外部提供等を受けたものが、前項各号に規定する事項に違反したと認められると

きは、直ちに当該外部提供等の停止、返還の命令その他必要な措置を講ずるものとする。この場
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合において、実施機関は、当該措置を講じた後、その内容について速やかに審査会に報告しなけ

ればならない。 

３ 条例第十三条第四項に規定する規則で定める事項とは、次に掲げる事項とする。 

一 保有課の名称 

二 業務の名称 

三 外部提供等をした理由 

四 外部提供等をした個人情報ファイル（特定個人情報ファイルを含む。）の名称 

五 外部提供等をした保有個人情報記録（保有特定個人情報記録を含む。）の項目 

六 外部提供等の根拠 

七 外部提供等をした年月日 

八 提供先 

九 外部提供等の方法 

十 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

４ 条例第十三条第四項に規定する記録は、外部提供記録票（第五号様式）に記載することにより

行うものとする。ただし、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成二十五年法律第二十七号）第十九条第八号の規定により特定個人情報の提供を行う場

合は、この限りでない。 

一部改正〔平成一七年規則五七号・二七年五六号・令和三年八五号〕 

（外部結合の記録等） 

第六条の二 実施機関は、条例第十五条第四項各号に掲げる措置を講じたときは、当該措置を講じ

た後、その内容について速やかに審査会に報告しなければならない。 

２ 条例第十五条第五項に規定する規則で定める事項とは、次に掲げる事項とする。 

一 保有課の名称 

二 業務の名称 

三 外部結合をした理由 

四 処理する個人情報ファイル（特定個人情報ファイルを含む。）の名称 

五 処理する個人情報記録（特定個人情報記録を含む。）の項目 

六 審査会の答申年月日 

七 外部結合を開始した年月日 

八 結合先 
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九 外部結合の方法 

十 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

３ 条例第十五条第五項に規定する記録は、外部結合記録票（第六号様式）に記載することにより

行うものとする。 

追加〔平成一七年規則五七号〕、一部改正〔平成二七年規則五六号〕 

（開示の請求書等） 

第七条 条例第二十条に規定する請求書の提出は、自己情報（開示・訂正・削除・利用中止）請求

書（第七号様式）により行うものとする。 

２ 前項に規定する請求書を提出しようとする者（以下「請求者」という。）は、官公署の発行し

た免許証又は身分証明書等で、写真に浮出しプレスによる証印のあるもの又は写真を特殊加工し

てあるものを提示しなければならない。ただし、実施機関が、郵送その他適当と認めた方法によ

り請求者に対し文書により照会し、その回答書を請求者が自ら持参したとき又は実施機関がやむ

を得ない事由があると認めた場合において、当該請求者本人であることを確認することができる

ときは、この限りでない。 

３ 請求者が、条例第十九条の三に規定する法定代理人等である場合は、前項に規定する証明書等

のほか、本人との代理関係を証明することのできる書類を提出し、又は提示しなければならない。 

４ 条例第二十条第四号に規定する規則で定める事項とは、請求の区分、請求日、請求者の連絡先

その他必要な事項とする。 

一部改正〔平成一七年規則五七号・二二年二〇号・二七年五六号〕 

（可否決定通知書等） 

第八条 条例第二十一条第一項の規定による決定の通知は、条例第十六条第一項の規定による開示

請求に対しては、自己情報開示可否決定通知書（第八号様式）により、条例第十七条の規定によ

る訂正の請求、条例第十八条若しくは第十八条の二の規定による削除の請求又は条例第十九条若

しくは第十九条の二の規定による利用中止（自己に関する保有個人情報の目的外利用若しくは外

部提供の中止又は自己に関する保有特定個人情報の目的外利用若しくは提供の中止をいう。以下

同じ。）の請求に対しては、自己情報（訂正・削除・利用中止）可否決定通知書（第九号様式）

により行うものとする。 

２ 条例第二十一条第三項の規定による延長の理由及び決定時期の通知は、自己情報開示等可否決

定延長通知書（第十号様式）により行うものとする。 

一部改正〔平成一七年規則五七号・二七年五六号・二八年八号〕 
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（第三者に対する通知） 

第八条の二 条例第二十一条の二第一項又は第二項の規定による第三者に関する情報の通知は、意

見照会書（第十一号様式）により行うものとする。 

２ 条例第二十一条の二第三項の規定による開示決定をした旨及びその理由並びに開示をする日の

通知は、開示決定に係る通知書（第十二号様式）により行うものとする。 

全部改正〔平成二八年規則八号〕 

（開示の方法等） 

第九条 自己情報の開示は、当該自己情報を保有している課が行うものとする。 

２ 条例第二十二条第二項の規定による規則で定める方法は、自己情報が記録されているフィルム

については、視聴又は写しの交付により、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）については、次に

掲げる方法により行うものとする。 

一 当該電磁的記録を出力したものの閲覧又は写しの交付 

二 当該電磁的記録を専用機器（開示を受ける者の閲覧又は視聴の用に供することができるよう

に備え付けられているものに限る。）により再生したものの閲覧又は視聴 

三 前二号の規定にかかわらず、当該電磁的記録を光ディスクその他の電磁的記録媒体に複写し

たものの交付が容易であるときは、当該複写したものの交付により開示することができる。こ

の場合において、複写する媒体は、原則として、開示請求者が持参することとする。ただし、

複写する媒体を容易に提供できるときは、この限りでない。 

３ 実施機関は、前項の規定にかかわらず、電磁的記録の種別、情報化の進展等を勘案して、適切

と認める方法により開示することができる。 

４ 条例第二十一条第一項の規定により開示の決定を受けた者が自己情報の閲覧を行うときは、実

施機関が指定する期日及び場所において、職員の立会いのもとに行わなければならない。 

５ 前項の場合において、自己情報の閲覧をしようとする者は、当該自己情報の記録を丁寧に取り

扱い、汚損、破損又は抜取りをしてはならない。 

６ 実施機関は、自己情報の記録が汚損又は破損のおそれがあると認めるときは、当該自己情報の

記録の写しを閲覧させることができる。 

７ 実施機関は、第五項の規定に違反した者又は違反するおそれがあると認められる者に対しては、

自己情報の閲覧を中止させ、又は禁止することができる。 

一部改正〔平成一七年規則五七号・二七年五六号・令和三年一九号〕 
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（自己情報の写しの交付部数） 

第十条 自己情報の写しの交付は、一件の請求につき一部とする。 

（個人情報（訂正・削除・利用中止）通知書） 

第十一条 条例第二十二条第五項の規定による自己情報の訂正、削除又は利用中止の通知は、個人

情報（訂正・削除・利用中止）通知書（第十三号様式）により行うものとする。 

一部改正〔平成一七年規則五七号・二八年八九号〕 

（自己情報の写しの作成及び送付に要する費用） 

第十二条 条例第二十三条第二項の規定による自己情報の写しの作成に要する費用の額は、江戸川

区情報公開条例施行規則（平成十三年九月江戸川区規則第九十四号）別表に定める額とし、写し

の送付に要する費用の額は、当該写しの送付に係る郵便料金の額とする。 

２ 前項の費用は、前納しなければならない。 

一部改正〔平成一三年規則九四号〕 

（諮問をした旨の通知） 

第十二条の二 条例第二十六条の規定による諮問をした旨の通知は、審査会諮問通知書（第十四号

様式）により行うものとする。 

全部改正〔平成二八年規則八号〕 

第十三条 削除 

削除〔平成一三年規則九四号〕 

（外部委託をする場合の契約書等の記載事項） 

第十四条 実施機関は、個人情報に係る業務の処理を外部に委託しようとするときは、契約書、確

認書、覚書その他これらに類する書類に、次に掲げる事項を明記しなければならない。ただし、

当該業務の内容又は性質により明記することが困難な場合であって、区長が特に認めたときは、

この限りでない。 

一 個人情報の秘密保持に関すること。 

二 個人情報の持ち出しの禁止に関すること。 

三 個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止に関すること。 

四 再委託の禁止又は制限に関すること。 

五 個人情報の複写、複製及び加工の禁止に関すること。 

六 提供資料の返還、廃棄又は消去義務 

七 個人情報の管理方法の指定 
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八 個人情報の管理状況について、必要に応じて職員が立入調査できること。 

九 従業者に対する監督及び教育に関すること。 

十 契約内容等の遵守状況について報告を求めることができること。 

十一 事故発生時における報告義務 

十二 前各号に掲げる事項に違反し、又は怠った場合における受託者名の公表の措置及び損害賠

償義務 

十三 前各号に掲げるもののほか、個人情報の保護に関する事項 

２ 実施機関は、前項各号に掲げるもののほか、特定個人情報を含む外部委託をする場合には、特

定個人情報を取り扱う従業者を明確化することを明記しなければならない。 

３ 条例第二十九条第二項に規定する規則で定める事項とは、次に掲げる事項とする。 

一 保有課の名称 

二 業務の名称 

三 外部委託をした理由 

四 処理する個人情報ファイル（特定個人情報ファイルを含む。）の名称 

五 処理する保有個人情報記録（保有特定個人情報記録を含む。）の項目 

六 審査会の答申年月日 

七 外部委託を開始した年月日 

八 外部委託の期限 

九 委託先 

十 再委託の有無 

十一 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

４ 条例第二十九条第二項に規定する記録は、外部委託記録票（第十五号様式）に記載することに

より行うものとする。 

一部改正〔平成一〇年規則一号・一七年五七号・二七年五六号〕 

（再委託の制限） 

第十四条の二 実施機関は、条例第二十九条の二第三項の規定により受託者等が業務の一部を委託

することを承認する場合は、前条第一項又は第二項に規定する事項について必要な措置が講じら

れていることを確認しなければならない。 

追加〔平成一七年規則五七号〕、一部改正〔平成二七年規則五六号〕 

（運用状況の公表） 
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第十五条 条例第三十一条の規定による運用状況の公表は、次に掲げる事項について行うものとす

る。 

一 業務の登録、目的外利用、外部提供、外部委託及び外部結合の状況 

二 個人情報ファイル（特定個人情報ファイルを含む。）の利用状況 

三 自己情報の開示、訂正、削除及び利用中止の請求状況 

四 自己情報の開示、訂正、削除及び利用中止の請求に対する可否の決定の状況 

五 条例第三十条第一項に規定する出資法人等における個人情報保護制度の運用状況 

六 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

２ 前項の公表は、江戸川区役所門前掲示場への掲示等により行うものとする。 

一部改正〔平成一三年規則九四号・一七年五七号・二七年五六号〕 

（委任） 

第十六条 この規則の施行に関し必要な事項は、区長が定める。 

一部改正〔平成一三年規則九四号〕 

付 則 

この規則は、平成六年十月一日から施行する。 

付 則（中間省略） 

 

付 則（平成一七年三月三一日規則第五七号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成十七年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の江戸川区個人情報保護条例施行規則の様式によ

る用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成一九年三月三〇日規則第一六号） 

この規則は、平成十九年四月一日から施行する。 

付 則（平成二二年三月三一日規則第二〇号） 

この規則は、平成二十二年四月一日から施行する。 

付 則（平成二七年一〇月二日規則第五六号） 

この規則は、平成二十八年一月一日から施行する。ただし、第三条及び第九条の改正規定は、平

成二十七年十月五日から施行する。 
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付 則（平成二八年三月二五日規則第八号） 

この規則は、平成二十八年四月一日から施行する。 

付 則（平成二八年一〇月三一日規則第八九号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成二十八年十二月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の江戸川区個人情報保護条例施行規則の様式によ

る用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（令和三年三月三一日規則第一九号） 

この規則は、令和三年四月一日から施行する。 

付 則（令和三年一一月五日規則第八五号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

様式（省略） 


